
 

 

 

 

国営土地改良事業等事後評価 

 

基 礎 資 料 

 

稚 内 中 部 地 区 

 

（国営総合農地防災事業） 

 

 

 

平成 30 年７月 

 

北海道開発局 農業水産部 

  

P195



 

目   次 

 

１．事業の概要  ··················································· １ 

 （１）事業の背景  ··············································· １  

 （２）位置図  ··················································· ３ 

（３）事業概要  ················································· ４ 

２．社会経済情勢の変化  ··········································· ５ 

 （１）社会経済情勢の変化  ······································· ５ 

 （２）地域農業の動向  ··········································· ７ 

３．事業により整備された施設の管理状況  ··························· 12 

４．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化  ··················· 13 

 （１）作物生産効果  ············································· 13 

 （２）営農経費節減効果  ········································· 16 

５．事業効果の発現状況  ··········································· 17 

（１）農業生産性の向上と農業経営の安定  ························· 17 

（２）事業による波及効果  ······································· 24 

 （３）事後評価時点における費用対効果分析結果  ··················· 27 

６．事業実施による環境の変化  ····································· 28 

 （１）自然環境の変化  ··········································· 28 

７．今後の課題  ··················································· 30 

８．総合評価  ····················································· 31 
 

P196



- 1 - 

１．事業の概要 

 

（１）事業の背景 

 

本地区は、北海道宗谷
そ う や

総合振興局管内北部の稚内
わっかない

市に位置する泥炭土壌が

相当部分を占める 863ha の農業地帯であり、酪農を専業とした経営が展開され

ている。 

本地区は、国営総合農地開発事業沼川地区（昭和 51 年～平成２年）等により

農用地や農業用排水路の整備が進められたものの、泥炭土壌に起因した不等沈

下が進行し、農業用排水路においては排水断面の狭小及び農用地においては不

陸等により機能が低下していた。農用地は過湿の状態にあるとともに、降雨時

及び融雪時に牧草の湛水被害が生じており、生産性が低いことに加え、埋木の

露出等による農作業の能率低下を招き、生産コストが増大していた。 

このため、暗渠
きょ

排水、整地による農地保全と併せて、農業用排水施設の改修

による農地防災を行い、農業生産の維持及び農業経営の安定化を図るとともに、

国土の保全に資することを目的として事業を実施した。 
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【参考】実施前の地域の状況 

 

本地区の位置する稚内市は北海道の最北端に位置し、東はオホーツク海に、

西は日本海に面し、ロシア領サハリンに対していて隣接する町村は豊富町及び

猿払村である。この地域の農地は、主要河川である勇知川、サラキトマナイ

川、声問川、増幌川流域に展開しており、地形は南北に縦走する丘陵性山地

と、これらの中間と両翼に発達する低地帯からなり、丘陵地は砂土壌、低地帯

は重粘な埴土及び泥炭土が大半を占めている。 

 

地域は、冷涼な自然条件への適応と、農業経営の安定のため、昭和20 年代

後半から畑作振興から酪農振興へ転換が図られてきた。さらに昭和31 年に集

約型酪農地域の指定を受け、酪農指向を進めるなかで、積極的に草地基盤の拡

大や大規模化、多頭化が図られ、稚内市の基幹産業として発展してきた。 

本地区では、開墾建設事業沼川地区（S36～43）、国営農地開発事業豊別地

区（S44～S56）、国営総合農地開発事業沼川地区（S51～H2）等により、農地

造成、農道、明渠排水などの整備が行われ、大規模な酪農地帯が形成された。 

 

【国営総合農地防災事業（農地保全型）創設の背景】  

戦前の頃までは、北海道において広範囲に分布する泥炭土の多くは原野であ

ったが、戦後の食糧難や外地からの引き揚げ、旧軍人の復員等による人口増加に

対応した「緊急開拓事業実施要領」や、その後の「酪農振興法」の制定等により、

国策として急速に農用地としての開発が進められた。 

農用地として利用している長い年月の間に、泥炭土の脱水・分解収縮等の自然

的状況の変化に起因して、広い範囲にわたり地盤沈下や不等沈下が発生し、農用

地や農業用施設の機能低下に伴う排水不良、農作物の生育不良等の被害が深刻

な問題となっていた。 

このため、北海道の泥炭地において、農用地及び農業用用排水施設の機能回復

や被害防止を図るため、幹線及び支線排水路の改修をはじめ、暗きょ排水、整地

工等の総合的な対策を緊急に実施し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図

り、もって国土の保全に資することを目的とした、国営総合農地防災事業（農地

機能保全型）が平成４年度に創設された。 
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（２）位置図 
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（３）事業概要 

 

① 地区名    稚 内
わっかない

中部
ちゅうぶ

地区 

② 関係市町村名 稚内市 

③ 事業費    4,559 百万円（決算額） 

④ 事業期間   平成 17 年度～平成 23 年度 

（完了公告：平成 24 年度） 

⑤ 受益面積   863ha（畑：863ha）（平成 16 年現在） 

⑥ 受益者数   41 人（平成 16 年現在） 

⑦ 主要工事   排水路   5.4km 

暗渠排水  837ha 

不陸整正  231ha 

障害物除去 106ha 

置土     61ha 

⑧ 関連事業   なし 

 

 

 

            【整備概念図】 
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２．社会経済情勢の変化 

 

（１）社会経済情勢の変化 

 

① 人口 

 

稚内市の人口は、事業実施前（平成 12 年）の 43,774 人から事業実施後（平

成 27 年）の 36,380 人に減少している。 

市の人口のうち 65 歳以上が占める割合は、平成 12 年の 17％から平成 27 年

ぼ 29％に上昇し、高齢化が進行している。 

 

 

資料：国勢調査 

注：対象年度は、事業実施前(H17→H12)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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② 産業別就業人口 

 

本市の産業別就業人口のうち農業就業者の占める割合は、平成 12 年及び平

成 27 年ともに３％と横ばいで推移している。 

 

 

資料：国勢調査 

注：対象年度は、事業実施前(H17→H12)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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（２）地域農業の動向 

 

① 耕地面積 

 

稚内市の耕地面積は、平成 12 年の 14,656ha から平成 27 年の 14,700ha とほ

ぼ横ばいで推移している。 

 

 

資料：北海道農林水産統計年報（市町村別編、総合編） 

注：対象年度は、事業実施前(H17→H12)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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 ②専兼別農家数 

 

本市の農家数は、平成 12 年の 195 戸から平成 27 年の 152 戸に減少している。 

専業農家の割合は、平成 12 年の 79％から平成 27 年の 87％に増加し、北海道

の 70％を上回っている。 

なお、受益区域の農家は、91％が専業農家であり、北海道を上回っている。 

 

 
資料：農林業センサス（統計対象：販売農家）受益区域は稚内市の該当集落より抜粋 

注：対象年度は、事業実施前(H17→H12)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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 ③年齢別農業就業人口 

 

本市の農業就業者のうち 60 歳以上が占める割合は、平成 12 年及び平成 27 年

ともに 35％と横ばいで推移している。 

また、受益区域の農家のうち 60 歳以上が占める割合は 34％で北海道を下回

っている。 

 

 
資料：農林業センサス（統計対象：販売農家）受益区域は稚内市の該当集落より抜粋 

注：対象年度は、事業実施前(H17→H12)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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 ④経営耕地広狭別農家数 

 

本市の経営耕地広狭別農家数は、30ha 以上の規模を有する農家が、平成 12 年

が 89％、平成 27 年が 91％と、ほぼ横ばいで推移している。 

受益区域の農家のうち 30ha 以上の規模を有する農家は 96％を占め、北海道

の 29％を大きく上回っている。 

 

 
資料：農林業センサス（統計対象：販売農家）受益区域は稚内市の該当集落より抜粋 

注：広狭別農家数に自給的農家数は含んでいない。 

注：対象年度は、事業実施前(H17→H12)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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【参考】農業産出額 

 

資料：北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編、総合編） 

平成 27 年市町村別農業産出額（推計）農林水産省 

注：対象年度は、事業実施前(H17→H12)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 

注：平成 19 年～25 年は農林水産統計年報の市町村別農業算出額は公表されていない。 
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３．事業により整備された施設の管理状況 

 

整備された排水路は、稚内市によって適切に維持管理されている。排水路に

ついては、ＪＡ北宗谷や農家が維持管理の一端を担っており、草刈り等を行っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真：排水路の草刈り状況（第３号排水路） 
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４．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 

 

（１）作物生産効果 

 

① 作付面積 

 

本地区では、牧草のみが作付けされている。 

牧草の作付面積について、事業計画時の現況と計画及び現在（事後評価時点）

を比較すると、現況 863ha に対して、計画 863ha、現在 863ha 作付けされてい

る。 

 

【地区内作付面積】   単位：ha 

作物名 
事業計画時 事業計画時 

現在(H29) 
現況(H15) 計画(H17) 

牧草 863 863 863 

計 863 863 863 

資料：事業計画時は事業計画書、現在は稚内市調べ 

 

 

【地区内の作付状況】 

   

写真：牧草地              

（平成 29 年８月 18 日撮影）          
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② 作物単収 

 

牧草の単収は、事業計画時の現況と計画及び現在（事後評価時点）を比較す

ると、現況 1,844kg に対して、計画 3,699kg、現在 3,490kg となっている。 

 

 

【作物単収の向上効果】   単位：kg/10a 

作物名 
事業計画時 事業計画時 

現在(H29) 
現況(H15) 計画(H17) 

牧草 1,844 3,699 3,490 

資料：事業計画時は事業計画書､現在(H29 年)はＪＡ北宗谷調べ(平成 29 年度収量調査結果) 

 

 

 

  

P210



- 15 - 

③ 生産量と生産額 

 

主要作物の生産量と生産額は、ほ場条件が改善したことにより、単収が向上

し生産量が増加した。総生産額は、事業計画時の現況 368 百万円に対し、計画

738 百万円、現在 800 百万円へ増加している。 

  

 

【生産量（作付面積と単収から推計）】 単位：ｔ 

作物名 
事業計画時 事業計画時 

現在(H29) 
現況(H15) 計画(H17) 

牧草 4,973 9,976 9,412 

 

【生産額（生産量と単価から推計）】 単位：百万円、円/kg 

作物名 
事業計画時   事業計画時   現在(H29)   

現況(H15) 単価 計画(H17) 単価   単価 

牧草 368 74 738 74 800 85 

計 368   738   800   

資料：事業計画時の単価は事業計画書、現在はＪＡ稚内及び JA 北宗谷調べによる平均単価 

注：生産額は牧草 3.2kg を生乳 1kg に換算して算定した。 
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（２）営農経費節減効果 

 

牧草の年間労働時間（ha 当たり人力）について、事業計画時の現況と計画及

び現在（事後評価時点）を比較すると、牧草（乾草）が現況 26.6 時間に対し、

計画 15.3 時間、現在 20.3 時間、牧草（放牧）が現況 41.1 時間に対し、計画

25.2 時間、現在 29.9 時間、牧草（サイレージ）が現況 33.4 時間に対し、計画

14.5 時間、現在 22.1 時間、牧草（更新）が現況 31.1 時間に対し、計画 12.9 時

間、現在 20.8 時間となっており、ほ場条件の改善により作業効率が向上してい

る。 

 

【年間労働時間】    単位：hr/ha 

作物名 

事業計画時 

現況（H15） 

事業計画時 

計画（H17） 
現在(H29) 

人力 機械力 人力 機械力 人力 機械力 

牧草（乾草） 26.6 26.6 15.3 15.3 20.3 20.3 

牧草（放牧） 41.1 27.9 25.2 16.2 29.9 20.1 

牧草（サイレージ） 33.4 33.4 14.5 14.5 22.1 22.1 

牧草（更新） 31.1 31.1 12.9 12.9 20.8 20.8 

資料：事業計画時は、事業計画書による 

 注：作業時間は工種毎の効果発生面積の加重平均、なお、牧草(乾草)の事業計画時現況の

作業時間は、現況で作付面積がないため、「過湿」の作業時間を用いた。 
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５．事業効果の発現状況 

 

（１）農業生産性の向上と農業経営の安定 

 

① 過湿・湛水被害の解消 

 

本事業の実施前は、農地が常時過湿の状態にあるとともに、降雨時及び融雪

時には農作物の湛水被害が生じていたが、事業実施後はこれらの被害が解消さ

れた。 

受益農家へのアンケート調査では、排水路整備以降における牧草の湛水被害の解

消状況について、事業実施前に湛水被害を受けていたと回答した農家14戸のうち、

９割以上が「解消された」又は「少し解消された」と回答している。 

また、排水路整備後における農地の過湿被害の解消状況について、事業実施前に過

湿被害を受けていたと回答した農家10戸のうち、９割が「解消された」又は「少し

解消された」と回答しており、本事業の実施がほ場条件の改善につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 24 戸、回収農家数 14 戸、回答戸数 14 戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 24 戸、回収農家数 10 戸、回答戸数 10 戸） 

 

 

4 9 1

排水路整備前

に湛水被害が

あった農家

0 2 4 6 8 10 12 14 16

解消された 少し解消した 整備前と変わらない

14戸

戸

4 5 1

排水路整備前

に過湿被害が

あった農家

0 2 4 6 8 10 12 14 16

解消された 少し解消した 整備前と変わらない

10戸

戸
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 写真：事業実施前の被害状況（降水量：95mm/日、平成９年８月３日）  

※計画基準雨量とは、計画排水量を算定するために基準となる計画上の降雨量をいう。 

一般的に農業農村整備事業では、10 年に１度の確率で発生する雨量とする。 

なお、本地区では日降雨量 95 ㎜が、10 年に１度の降雨に相当する。 
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② 営農作業効率の向上 

 

本事業の実施により、ほ場の排水条件が改善されるとともに、過湿被害や不

等沈下の状況等が解消されたことから、営農の作業効率が向上している。 

降雨後の待機日数は、事業実施前には平均で約 5.0 日を要していたが、事業

実施後は約 2.6 日となり、2.4 日程短縮され、本事業の実施が営農作業の効率

化及び適期作業に寄与している。 

また、ＪＡ北宗谷聞き取りによると、事業実施前は、大型作業機械がぬかる

みにはまって出られなくなったこともあるが、事業実施後は無くなったと評価

されている。 

受益農家へのアンケート調査では、被害解消による農地や営農の変化につい

て、「ぬかるんで利用できなかった農地が利用できるようになった」13 戸

（81％）、「機械の走行性（作業速度等）が向上し、作業の効率化につながった」

11 戸（69％）、「大型作業機の導入が可能になった」９戸（56％）と評価されて

いる。なお、営農作業時間の変化について確認したところ、暗渠排水の受益者

31 戸の平均で営農作業時間が 14％節減された。 

 

【 降雨後待機日数の変化 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 24 戸、回収農家数 17 戸、回答戸数 13 戸） 

写真：牧草収穫 

（ほ場に大型ダンプカーが入れるようになり作業効率が向上） 

  

5.0

2.6

0.0
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2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

事業実施前（H17以前） 現在（H29）

日
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【農地の機能回復による農地や営農の変化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 24 戸、回収農家数 17 戸、回答戸数 16 戸） 

13

11

7

9

6

4

4

3

1

5

4

2

1

0 2 4 6 8 10 12 14

ぬかるんで利用できなかった農地が利用でき

るようになった

機械の走行性（作業速度等）が向上し、作業

の効率化につながった

降雨後も早期かつ適期に作業が出来るように

なった

大型作業機の導入が可能になった

ほ場の地耐力が向上し、牧草ロールや堆肥の

積載量を増やすことが可能になった

作業機械の故障が減った

作業時の安全性が向上した

湿生雑草の混入が減って、良質な粗飼料の確

保できるようになった

草地の更新期間が長くなった

牛の食い込みが良くなった、食べ残しが減っ

た

収穫時にほ場での乾草作業が可能になり、サ

イレージ以外に乾草利用も可能になった

青刈りとうもろこし等の作付が可能になった

粗飼料自給率が向上した

その他

戸
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③ 飼料自給率の向上 

 

本事業の実施により、湛水・過湿被害が解消され、牧草の収量が回復してお

り、飼料自給率は、事業実施前の 52.6％から事業実施後の 58.0％に向上して

いる。粗飼料自給率は事業実施前の 86.6％から事業実施後の 95.4％に向上し

ている。 

 

【飼料自給率及び粗飼料自給率の変化】 

 

 

注：事業実施前(H15)は事業計画時に作成された営農計画書を用いて設定。 

  事業実施後(H29)は事業実施前(H15)の設定を基に現在(H29)単収を用いて算定 
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58.0%

86.6%
95.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%
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飼料自給率 粗飼料自給率
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④ 農業所得の向上 

 

受益農家へのアンケート調査では、事業実施による営農の変化について、「大

型作業機械を導入した」８戸（53％）、「経営面積を拡大した」５戸（33％）、

「飼養頭数を増やした」５戸（33％）など経営規模の拡大につながったと回答

している。 

また、これらの農家は、ほ場作業時間の削減と相まって飼養管理にかける時

間を増やすことができたため、「家畜の飼養管理にかける時間が増えた」６戸

（40％）と回答し、「乳量や乳質が向上した」、「疾病件数が減少した」と評

価している。 

事業の実施前後で戸当たりの生乳生産量が約 18％増加しており、「所得が

向上した」５戸（33％）との回答につながったものと考えられる。 

 

【 事業実施による営農の変化 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 24 戸、回収農家数 17 戸、回答戸数 15 戸） 

※TMR とは Total Mixed Ration の頭文字で「混合飼料」、「完全飼料」。 
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所得が向上した

経営面積を拡大した

飼養頭数を増やした

大型作業機械を導入した

機械の共同利用を進めた

共同で作業を行うようになった

コントラクターの利用を進めた

ＴＭＲセンターを利用するようになった

粗飼料生産部門で新技術を導入した（ＩＣＴ

やＧＰＳ活用等）

家畜管理部門で新技術を導入した（搾乳ﾛﾎﾞｯ

ﾄや哺乳ﾛﾎﾞｯﾄの活用等）

家畜の飼養管理にかける時間が増えた

後継者の育成・確保につながった

加工品の製造販売など６次産業化に取り組ん

だ

農業体験や研修生を受け入れるようになった

変化なし

その他

戸
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【家畜飼養管理時間が増えたことによる営農面の変化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（家畜の飼養管理にかける時間が増えたと回答した６戸） 

 

 

【事業実施中及び実施後の戸当たり生乳生産量】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ＪＡ北宗谷調べ 
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（２）事業による波及効果 

 

① ＴＭＲセンターの設立による雇用の創出 

 

本事業により、地区内においてほ場の機能回復が図られ、大型の農作業機械の

導入が可能となった。 

受益農家へのアンケート調査では、事業実施による地域全体の変化について、

「作業機械の大型化や共同利用が進んだ」８戸（67％）、「ＴＭＲ等による分業や

規模拡大により雇用が増えた」５戸(42%）など回答している。 

平成 25 年には、「合同会社沼川ＴＭＲセンター」が設立され、常勤３名、臨時

雇用５名の従業員の雇用が創出されている。 

 

【 事業実施による地域全体の変化 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 24 戸、回収農家数 17 戸、回答戸数 12 戸） 
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農地の流動化が進み、耕作放棄地の発生防止

につながった

作業機械の大型化や共同利用が進んだ

良質な生乳の安定供給が可能になった

TMRやｺﾝﾄﾗｸﾀｰ等による分業や規模拡大で地域

での雇用募集が増えた

新規就農者が増えた(又は来るようになった)

地産地消の取組につながった

良好な農村景観の保全につながった

その他

わからない

戸
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（参考）合同会社沼川ＴＭＲセンターの概要 

 

設立  ：平成 25年５月 

構成員 ：８戸（うち本地区の受益者５戸） 

従業員 ：常勤３名、臨時雇用５名 

作業内容：粗飼料の製造、貯蔵、運搬及び販売。農作業の受託 

 

   

写真：牧草収穫（ＴＭＲセンター）     写真：牧草踏圧（ＴＭＲセンター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真：合同会社沼川ＴＭＲセンター外観 

（資料：ＪＡ北宗谷ＨＰから引用） 
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②  地域経済を支える生乳生産 

 

稚内市では、市の人口 36,380 人（平成 27 年）に対し、農家 152 戸（農業就

業人口 381 人）（平成 27 年）で乳用牛 14,343 頭を飼養している。 

生産される生乳は、明治（株）稚内工場に集荷されて、バター等に加工され、

全国各地に出荷されている。 

本事業の実施が、生乳生産量の増加へと繋がり、地域経済を支える役割を果た

している。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

乳製品として全国各地

の消費者へ流通 

稚内中部地区（稚内市） 

明治(株)稚内工場ではバター、

脱脂粉乳の生産を行っており、

全国各地へ出荷している。 
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（３）事後評価時点における費用対効果分析結果 

 

効果の発現状況を踏まえ、事後評価時点の各種データに基づき、現状で推移

した場合の総費用総便益比を算定した結果、以下のとおりとなった。 

 

 

 

費用対効果分析結果 

項 目 算 式 数 値 備 考 

総費用 ①  9,129 百万円  

年効果額 ②  345 百万円  

評価期間 ③  47 年 工事期間＋40 年 

総便益額 ④  10,704 百万円  

総費用総便益比 ⑤＝④÷① 1.17  

 

注）１．総費用には、当該事業、関連事業とこれと一体となって効用を発揮する施設の評価

期間内の整備費用を含む。 

２．総便益額は、年効果額を年度毎に算定し現在価値化し評価期間年数により、合計し

たもの。 
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６．事業実施による環境の変化 

 

（１）自然環境面の変化 

 

排水路の整備に当たっては、魚類の生息環境に配慮した河岸植生の早期回復

のため、やしマットによる護岸被覆等を採用している。 

地区内排水路では、事業完了の平成 23 年まで環境調査を実施し、施工前に生

息していた魚種が整備後も確認されており、生息環境が保全されている。また、

魚類の生息環境が保全されたため、魚類を餌とする鳥類の生息環境の保全につ

ながっており、整備前に確認された希少種のミサゴ、チュウヒ、オオジシギ、

ツメナガセキレイは、施工後も全て確認されているほか、新たにチュウサギ、

ハイタカが確認されている。 

また、受益農家へのアンケート調査では、事業実施による農村景観や生活環

境の変化について、受益農家は、「良くなった」と評価されている。 

 

 

4 号排水路（やしマット護岸）整備状況 

 

 

施工後１年目(H19) H29.5 現在 

希少種の整備前後比較（魚類）

No. 科名 地区全体

1 ヤツメ スナヤツメ ○● ○● ○

２ ウナギ科 シベリアヤツメ ○● ○● ○

３ カワヤツメ ○● ○●

４ コイ科 ヤチウグイ ○● ○● ● ○●

５ エゾウグイ ○● ○● ●

６ ドジョウ科 エゾホトケドジョウ ○● ● ○● ●

７ サケ科 イトウ ● ●

８ サクラマス幼魚(ヤマメ) ● ●

９ トゲウオ科 エゾトミヨ ○● ○● ○● ○●

計 ５科 ９ 種 ７種→９種 ６種→９種 ４種→４種 ２種→３種

○は整備前(H17～H18)、●は整備後(H19～H23)に確認された種を示す。

種名
第２号

排水路

第３号

排水路

第６号

排水路
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写真：魚類調査時の確認魚種 

（第６号排水路（平成 23 年６月 18 日調査） 

 

 
 

 

【事業実施による農村景観や生活環境の変化】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布農家数 24 戸、回収農家数 17 戸、回答農家数 16 戸） 

  

希少種の整備前後比較（鳥類）

No. 科名 種名 地区全体
第２号
排水路

第３号
排水路

第６号
排水路

１ サギ科 チュウサギ ● ●

２ タカ科 ミサゴ ○● ○●

３ ハイタカ ● ●

４ チュウヒ ○● ○● ● ○

５ シギ科 オオジシギ ○● ○● ○● ○●

６ セキレイ科 ツメナガセキレイ ○● ○●

４科 ６種 ４種→６種 ４種→６種 １種→２種 ２種→１種

○は整備前(H15～H18)、●は整備後(H19～H23)に確認された種を示す。

10
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７．今後の課題 

 

本事業により、農業用排水施設の整備と併せて、暗渠排水、整地により農地

保全が行われ、農業生産の維持及び農業経営の安定化が図られている。 

今後も事業の効果を持続的に発揮し、良好な農業生産基盤を維持していくこ

とが重要である。このため、農地を保全しつつ、整備した農業用排水施設につい

て、適切な維持管理とともに、定期的な機能診断の実施による適時適切な補修・

補強を行い、計画的な更新整備を行う必要がある。 
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８．総合評価 

 

本事業の実施により、降雨時の湛水被害等が解消され、牧草の収量が回復する

とともに、降雨後の作業が早期に行える等、営農作業の効率化が図られている。 

本事業の実施による粗飼料生産基盤の改善がＴＭＲセンターの設立や大型作業

機械の導入につながっている。 

個々の酪農家は、ほ場作業時間の削減と相まって乳牛管理にかける時間を増や

すことができたため、１頭当たり乳量の向上や疾病の減少につながり、戸当たり

の生乳生産量が増加するなど農家所得の向上に寄与している。 

また、排水施設の整備に際して、貴重な鳥類や魚類等の生息環境及び植物の生

育環境に配慮した保全対策が講じられ、自然環境は保全されている。 

 

 

P227


